
概要

特許委員会は，日本弁理士会の中の実務系委員会と

して，執行役員会から毎年度出される諮問事項・委嘱

事項に対して検討を行い，その検討結果を提言も含め

て答申・報告している。

これらの諮問・委嘱事項は，主に近時の最新トピッ

ク，各国制度の比較・検討，特許に関する近年の審査・

審判・判決の傾向，法改正などの極めて重要な事項が

テーマとなっている。

平成 27 年度特許委員会の諮問事項は，以下の 4 つ

であり，いずれも実務上きわめて重要なテーマであ

る。

（諮問１） 明細書記載要件についての諸外国（米

国，欧州，中国）及び日本における判断の比較検討

（諮問２） 審決取消判決からみた進歩性・記載要件

に関する動向と，該動向及び改訂審査基準の比較検討

（諮問３） クラウド時代に向いた域外適用・複数主

体問題

（諮問４） 均等論に関する下級審裁判例の傾向と対

策

例年，これらの検討結果を答申書或いは報告書とし

て公表するとともに，特許委員会公開フォーラムと題

する会員向けセミナーを開催しているが，決して十分

に会員周知できているとはいえない。

そこで，本特集は，平成 27 年度の特許委員会の成果

を，十分に会員周知して該成果を会員の実務に役立て

て頂くことを目的としている。

ただし，本特集では，パテント誌における掲載頁数

の制約などのため，全ての内容を掲載できていない。

成果内容の全文は，日本弁理士会の電子フォーラム

（会員専用ホームページ）でWEB 公開されている答

申書をぜひ概観して頂きたい。

なお，特集発起人の特集の提案に対し，各方面でご

協力頂いた方々には，この場をお借りして厚く御礼申

し上げます。
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